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適時調査の集計結果 

事業リスクと BCP の策定状況 

 

公益社団法人日本監査役協会 

2023年 3月 20日（月） 

 

当協会では、会員である監査役等の皆様にとって、目下、対応を迫られていると考えられる

課題について、「適時調査」として、時宜にかなった概要調査を行い、速やかにかかる結果を

当協会ホームページにて公表している。 

近年、我が国の経済社会は、天災に加えて、新型コロナウイルス感染症及び紛争等により大

きな衝撃を受けたため、今回は、いわゆる BCP（事業継続計画）の策定状況に焦点を当てて調

査した。 

 
 

Ⅰ 適時調査の概要 

 

1 調査対象 

当協会に E-mail アドレスが登録されている全監査役等から、1社につき 1回答の回答依頼を

することとし、7,398社を抽出した。回答社数は 2,992社、有効回答率は 40.1％となった。 

 
2 調査期間 

適時調査の趣旨から、2023年 2月 9日（木）から 2月 22日（水）までとした。 

 
3 調査方法 

Microsoft の Forms を用いた調査票（設問数は全 8 問）を作成し、調査対象に、かかる調査

票 URLを E-mail に記載して送付し、かつ、当協会会員専用マイページ「会員様へのお知らせ」

に同様の調査票を掲載した。 
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Ⅱ 適時調査の結果 

 
問 1 市場区分 

 
 
 
問 2 業態 

 

  

819(27%)

466(16%)

142(5%)
51(2%)

1,514(51%)

プライム市場

スタンダード市場

グロース市場

その他上場市場

非上場

N=2,992

1,091(36%)

1,901(64%)

製造業

非製造業

N=2,992
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問 3 現在、貴社の事業継続の脅威となり得ると考え、重視している事業リスクを１つお選

びください。 

 
  

47(2%)

11(0.4%)

13(0.4%)

45(2%)

53(2%)

56(2%)

58(2%)

74(2%)

75(3%)

85(3%)

108(4%)

115(4%)

126(4%)

250(8%)

297(10%)

373(12%)

413(14%)

791(26%)

0 400 800

その他

既存技術の継承

輸送力の低下

戦争、紛争、侵攻等

特定商品・特定地域等への依存

経営者・後継者育成

自社商品・サービスに関する不祥事

気候変動（脱炭素）

従業員の安全確保、重大事故

金融市場の混乱

新型コロナウイルスをはじめとする感染症、疫病

新技術の開発、新市場の創造

サプライチェーンの分断

サイバー攻撃、ハッキング、個人情報漏えい等の情報セキュリティ等

既存市場の競争激化、需要変化

原材料、仕入商品の高騰・不足

人材流出・人材確保（給与水準引き上げ等）

地震、台風、竜巻等の天災

N=2,990
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その他（事業継続の脅威となり得る事業リスク） 

 
  

地震等の天災、従業員の安全確保

天災並びに新型感染症

影響額と頻度を軸に地震、火災、システム侵入など多数の重要リスクを想定しているが、BCP構築はこれから

法制度の改定

政策や制度の変更

制度改正

環境規制による原材料供給中止

関連業法違反

各国の経済安全保障制度の法制化による制約

国の政策転換

取締役のコンプライアンス軽視（いわゆるグレーゾーン）

業界における商習慣と相反することによる阻害

チャイナリスク

中台問題による顧客の中国離れ

米中対立等の地政学リスクによる影響

特定国への輸出管理の強化

特定仕入先への依存、その動向如何で、商流に影響有。

主要得意先の動向

半導体供給不足（これもサプライチェーン分断か？）

投資の未回収

基幹システムの障害

ITシステムの障害

情報検索テクノロジーのＡＩ化の進展

電動化

市場のシュリンク、少子化問題、業態変化

人手不足

感染症発症等による急激な人員不足

個人的意見です。経営者、幹部の後継者育成。

継続する営業赤字

既存事業低迷に対する成長戦略未達

品質の安全、安心、安定の確保

顧客・社会からの信用失墜につながる労働災害、品質・インフラ事故等

あらゆるイベントリスク

親会社との関係性

コーポレートガバナンスの弱化

輸送業界2024年問題

重篤な医療事故
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問 4 問 3で選択した事業リスクを認識するに当たって、重視した基準をお教えください。

（複数回答可） 

 
 

問 5 問 3で選択した事業リスクについて BCPを策定していますか。 

 

  

272(9%)

195(7%)

503(17%)

555(19%)

1,501(50%)

1,545(52%)

0 1,000 2,000

その他

経営トップの個別判断

発生頻度

従業員の安全

金額的な影響度

被害影響の範囲

N=2,990

1,588(54%)
1,369(46%) BCPを策定している

BCPを策定していない

N=2,957
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問 6 BCP策定内容を議論・検討する実質的な合議体等はどこですか。（複数回答可） 

 
 
問７ BCPの見直しの頻度はどれくらいですか。 

 

 

  

138(9%)

468(29%)

557(35%)

693(44%)

914(58%)

0 500 1,000

その他

取締役会

総務部、管理部門

当該リスクに関係する各部門

経営会議

N=1,588

60(4%)

150(9%)

211(13%)

609(36%)

654(39%)

0 350 700

その他

半期に1回

重大リスクが発生した都度

年に1回

特に決めていない

N=1,684
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問 8  BCPを策定していない理由として近いものを１つお選びください。 

 

 

 

以上 

 

288(20%)

182(13%)

255(18%)

281(20%)

424(30%)

0 250 500

その他

リスクが大きすぎて個社では対応できない

経営資源に余裕がなく策定までにいたらない

各部門での当該リスクに応じた個別マニュアルで対応

社長直轄の対策組織を立ち上げるなどの対応を行うため

N=1,430


